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研究成果の概要（和文）：　本研究では，従来体系的な整理が不十分であった働き方に関する人事管理につい
て，既存研究における議論を参照しながら体系的な整理を行い，人事施策の類型化と，従業員の受け止め方につ
いて，従業員への聞き取り調査と質問紙調査を通じて明らかにした。
　いくつかの実証的検証の結果，とりわけ女性については，専門性の高い職業の場合でさえ就業継続が容易では
なくキャリア初期の離職が多いこと，また働き方に関する人事施策の効果は，従業員をとりまく環境に依存する
ことが示唆された。特に個々の従業員にとって価値ある人事施策ではない場合，人事施策が負の効果も持つ可能
性があることが示された。

研究成果の概要（英文）：　In this study, we systematically organized personnel management related to
 work styles, which had not been systematically organized in the past, while referring to 
discussions in existing research.Through interviews and questionnaire surveys with employees, we 
clarified the types of personnel policies and how employees perceive them.
　As a result of several empirical verifications, especially for women, it is not easy to continue 
working even in highly specialized occupations, and many leave early in their careers.It was also 
suggested that the effects of personnel policies related to work style depend on the environment 
surrounding employees.It was shown that personnel measures may have negative effects, especially if 
they are not valuable to individual employees.

研究分野：人的資源管理論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究結果は，既存の調査や研究において必ずしも前提とされてこなかった組織的公正や戦略的人的資源管理
論の観点から従業員の受容に着目したものであり，これを定性的方法と定量的方法の双方から実証的に示した点
に学術的・社会的な貢献がある。
　例えば育児休業制度や長時間労働の削減といった人事施策は，従業員にとってポジティブな効果があることが
暗黙裡に想定されており，それが女性だけではなく男性や子供を持たない従業員のような施策の対象外とされて
いる人々の受け止め方を明らかにしたことで，女性活躍推進やワークライフバランスの観点から，よりよい従業
員の就業環境に結び付くものと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 近年，競争のグローバル化や人口減少，少子高齢化等により，企業組織を取り巻く環境変動は
激しさを増す一方である。特に日本企業における労働環境においては，人口減少や少子高齢化と
いった外部環境の変化から，労働力の質的量的な変化ももたらし，女性や高齢労働者，外国人労
働者といった新しいタイプの人材の活用についても求められる。女性の社会進出，夫婦共働き世
帯の増加といった社会的な潮流もまた，多くの従業員を抱える企業組織にとっては，見過ごせな
い外部環境の変化である。 
公正な人事制度のあり方を議論する際には，正社員転換制度に代表されるような人事処遇制
度の導入における手続き（ルール）という，既存研究の指摘するような公正の捉え方（②で後述）
も重要ではあるが，これが正しいものとは限らない。従業員の抱く公正感の形成メカニズムや，
これを高めることも予想される組織における倫理的な施策にも着目すべきである。手続や方法
を重視する研究のみでは「処遇の手続だけ整備すれば（正社員転換制度さえ導入すれば）不公平
な分配であっても（実際には転換者がいなくても）従業員の公正感は高まる」というある種の非
倫理的な人事施策の導入をもたらす可能性もあるし，正社員転換制度の実証研究をみても，この
制度が結局社会的な公正や倫理の観点から望ましい制度であるかどうかは，必ずしも議論され
ていない。近年の日本企業の人事制度改革の方向性を検討するためには，そうした資源配分に関
する公正や倫理の在り方に着目し，労使双方に資する処遇のあり方といった人事管理の基本に
立ち返りながら，その変化と方向性を明らかにする必要があると考えられる。以上の議論から，
既存研究や実態調査に基づき，企業の人事管理における処遇の公正性や倫理性はどのように位
置づけられ，どのように扱われてきたのかについて検討する。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，近年の日本企業の人事処遇制度の実態を把握し，特に従業員の知覚する公正
感に資する倫理的な人事処遇制度について検討することである。1990年代前半以降，従来の日
本型人事管理の変革が志向され，成果主義と呼ばれる新たな人事管理の在り方が検討され，非正
規従業員と正規従業員間の均衡な処遇のあり方に関する議論や，近年では勤務地・勤務時間等を
限定した「多様な正社員」と呼ばれる新しい働きかた等が注目されている。また，内閣府の政策
の中で「働き方改革」と呼ばれる長時間労働是正やワークライフバランスに関連する施策にも関
心が集まっているところである。しかし，そうした人事施策の機能性や理論的説明，具体的な人
事施策への展開は未だ不明瞭であり，学術的な裏付けが十分になされているとも言い難い。本研
究では，組織と従業員双方にとって望ましい公正で倫理的な人事管理制度の方向性を提示する
ものである。以上の経緯を踏まえた本研究における「問い」は，以下のようなものであった。 
 
A. 企業組織において，公正で倫理的な人事制度とはどのようなものか。 
B. 日本企業の人事管理処遇においてどのような公正感を抱いているのか。 
 
３．研究の方法 
近年の日本企業における公正性の観点からの人事制度改革に関する研究は，いくつかの学術
的研究蓄積がなされてきたものの，その視点は主に正社員転換制度のような人事制度による従
業員の知覚に対する影響という視点に偏っており，それゆえ本来人事管理研究と極めて密接な，
学際的見地から見た人事管理の公正性・倫理性という視点が等閑視されてきた。こうした現状を
踏まえ，近年の日本企業にみられる人事制度の変容と，その構成員である従業員の納得感，公正
感との関連性を検討せねばならない。企業組織内の従業員が処遇の公正性をどのようなものと
捉えているのか（従業員の知覚する公正感はどのように整理されるか）。また，上述の研究課題
を踏まえた上で，企業組織の採用すべき具体的な人事施策について，公正性の観点から明らかに
する。 
具体的な調査の方法としては，①文献研究，②インタビュー調査による仮説構築，③仮説検証
のためのアンケート調査，④研究成果のまとめ，の 4つのフェーズに分類される。実際の研究進
行の際には調査先企業の事情等を踏まえ，インタビュー調査とアンケート調査という双方を実
施した。本研究でなされる仮説構築→仮説検証型の調査が性質上必要であることに加え，それぞ
れの調査手法の長所と短所を補い合う方法論的なマルチメソッドが研究の信頼性を高める上で
有効であるという観点から，上記の研究計画・方法を採用してきた。 
 
 
４．研究成果 
本研究では，従来体系的な整理が不十分であった働き方に関する人事管理について体系的な
整理を行い，人事施策の類型化と，従業員の受け止め方について，従業員への聞き取り調査と質
問紙調査を通じて明らかにした。実証的検証の結果，専門性の高い職業の場合でさえ女性の就業



継続が容易ではなく，働き方に関する人事施策の効果が従業員をとりまく環境に依存すること
が示唆された。 
まず，聞き取り調査の結果からは，女性が多数を占める専門職におけるキャリア継続の困難さ
と長期就業を可能とするメカニズムを，部分的ではあるものの明らかにしてきた。調査結果を鑑
みると，一見職場において女性比率が高く，また国家資格を所有する専門職のような職業であっ
ても，４０代５０代のようなキャリア中期以降の就業は決して容易ではない様相が観察できた。
その背景には，就業者自身による長期的なキャリア展望の有無，その職業の持つジェンダーステ
レオタイプ，専門職を管理する経営者（あるいは管理職）が，彼女らの専門性を長期的に軽視す
る場合がある点，更には専門職を雇用する組織の規模といった複数の要因が複雑に絡まりあう
ことで，初期キャリアにおいて就業継続を断念する場合がある。 
 また，質問紙調査の結果からは，働き方改革に代表されるような人事施策，例えば労働時間の
削減や育児介護休業制度の拡充といった近年とりわけ着目される人事施策であっても，その効
果は必ずしもポジティブなものばかりとは限らないという点が明らかにされた。例えば女性活
躍推進の施策や労働時間を削減する人事施策は，長時間労働を是とする考え方を持つ従業員や，
自身が子供を有していない従業員にとってはその恩恵が受けられない可能性があるため，そう
した施策を導入することによってかえって従業員の納得感や公正感を低下させてしまう可能性
がある。つまり，全従業員がある程度平等に恩恵を受ける賃金の向上等と比べて，ライフスタイ
ルや家庭環境などによってその効果が変わってしまう人事施策は，導入やその後の運用の際に
注意が必要である。 
 こうした研究成果は，従来様々な人事施策が従業員のパフォーマンスや企業のパフォーマン
スに対してポジティブな結果をもたらすことを想定する戦略的人的資源管理論の持つ前提に対
し批判的な立場をとるものである。換言すれば「よい人事制度とは」を見直す際の足掛かりとな
る研究成果であるといえる。また，組織行動論では従業員の心理的な態度や行動の普遍的なメカ
ニズムの解明が重要な研究課題の一つであるが，従業員の属性（この場合仕事への価値観や子供
の有無など）次第ではそのメカニズムが大きく変わることを示唆するものである。既存の経営学，
とりわけ人事や労働をテーマにする場合，とりわけ実務的にはワークライフバランスや働き方
改革といったテーマはいわば金科玉条のような枕詞であり，その意味で労働環境の改善による
ポジティブな効果は絶対視されてきた面もある。しかし，その施策の持つ長短を客体的に評価で
きる指標ないし尺度は今のところ存在していない。この点は本研究の成果であると同時に限界
をも意味するところでもあるが，今後の研究進展が期待される部分である。 
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